
2 款 3 項 1 目

17 年度 設定なし

75,705

7.00
8,135
0

56,945
191

0
45

0
37,970

0
0
0
0

28,472
0

8,135
3.507.00

8,135
0

56,945
182
46
0

19,802
130,367

7.00
7,999
0

55,993
339
46
0

20,004
132,580

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
96,976
55,993

0

93,452
56,945
150,397 37,970

28,472
9,498 18,996

56,945
75,941

戸籍事務協議会及び研修会等積極的に参加し、自己研鑽に努める。

戸籍事務協議会及び研修会等積極的に参加し、自己研鑽に努める。

国からの法定受託事務としての戸籍事務、住民の居住関係や身分関係の公証等に関する住民基本台帳事務
及び外国人登録事務並びに印鑑登録事務及び犯歴事務等についての正確な記録と住民への迅速なサービ
スの提供。事業の目的

関係業務の電算処理化。専門職員の育成（各種研修の受講・課内研修の実施）業務マニュアルの作成）

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

市民生活課

戸籍法・住民基本台帳法・外国人登録法・伊予市印鑑条例・破産法・後見登記等に関する法律・犯歴事務規
程根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

出来 和人
所管課情報 担当課： 569

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 伊予市に本籍又は住所をおく日本人及び外国人

篠崎 輝美

評価対象外事業
戸籍住民基本台帳一般事務事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

4424
5075
8273

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
戸籍等の発行手数料
住民票等の発行手数料
印鑑関係の発行手数料
その他の発行手数料

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

8192
5104
4192
244

千円
千円
千円

千円

7875
5703
4059
206

3706
2752
1917
99199

80,00016,00016,00016,00016,00016,000
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
証明発行等の手数料を成果指標とする。

001784217734

全体にシステム導入に多額の経費がかかっているが、その費用対効果に見合わない部分がある。

自己評価
5目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

手数料の年度推移をもって指標を設定した。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標26年度
001765117651

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

C

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 4
事業の効果 3

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

課題認識

戸籍法・住民基本台帳法・外国人登録法等に基づき対応するため、間違いのない事務処理での対応が
必要になり、専門的な事務分野であるため、各種研修に積極的に参加し、スキルアップを図る必要があ
る。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


